






















































　無産政党内で「合同問題」が焦眉の問題になってくるのは 1930 年 2 月の総選挙敗北以降である。
まず日本大衆党（3），全国民衆党（以下全民党）（4），無産政党戦線統一全国協議会（5）が合同して全国大
衆党（以下全大党）が生まれたが，単一無産政党結党は課題として残っていた。




























　党本体の方針・思想面でも接近が見られる。社民党は 11 月 11 日に中央執行委員会を開き，「戦
線統一に関する我党現下の基礎方針」を決定した。これは「社会民主主義」による合同を示しなが
























（8）　社民労農大衆三党合同促進全国協議会「決議　声明書」1930 年 12 月 5 日。
（9）　「戦線統一に対する具体的方針決定」『社民新聞』24 号，1930 年 11 月 15 日。


































　他方の全大党は，中央執行委員会から 1月 28 日付で各支部連合会宛に「無産政党合同問題に関
して」という指令を送り，党上層から攻めるのではなく，各支部・支部連合会レベルで「三党合同
促進協議会」を結成するよう指示した（20）。






（19）　「社民党京都府連合同派が『合同実現同盟』を結成す」『社会運動通信』378 号，1931 年 1 月 18 日。「社民党本
部派を除いて京都地方の実質的合同成る」『社通』388 号，1931 年 1 月 30 日。以下『社通』。不二出版から復刻さ
れたものを用いた。
（20）　全国大衆党中央執行委員会「本部指令第三号　無産政党合同問題に関して」1931 年 1 月 28 日。
（21）　「三党合同促進協議会　連絡委員会」『社通』395 号，1931 年 2 月 7 日。全国遊説計画は 2月 13 日開催の会議





































（26）　「合同問題を中心に中央執行委員会（一）」『社通』398 号，1931 年 2 月 11 日。



























































（31）　全国大衆党本部「提議」1931 年 2 月 11 日。
（32）　「第一回合同特別委員会報告」。なお，ここでは「労働組合，農民組合の戦線統一運動と連絡を取ることに就い
て」も協議され，上条愛一から「労働組合会議報告」が，田所輝明から「農村委員会情勢報告」がなされた。










（38）　「社民党の内部に合同実現同盟結成」『全大新聞』28 号，1931 年 2 月 15 日。「社民党合同派の全国結成具体化
す」『社通』340 号，1931 年 2 月 14 日。
（39）　『三党合同実現同盟ニュース』「浅沼稲次郎関係文書」13，国会図書館憲政資料室所蔵。
（40）　「暴圧の砲火を浴びて三党合同無産者大会（一）」『社通』405 号，1931 年 2 月 20 日。「暴圧の砲火を浴びて三







と批判し（42），3 月 10 日に正式な参加拒絶を全大党に通告してきた（43）。
　よって，全大党は労農党との合同交渉に舵を切る。全大党は第 2回（2月 24 日），第 3回（3月














　下からの合同を進める全大党は，3月末から 4月 2日にかけて常任中央執行委員会，第 4回合同
特別委員会，緊急常任中央執行委員会を開催し，合同を協議した（50）。ここでの焦点は，社民党合同
実現同盟から無産党合同促進委員会に参加申し込みがあった場合は承認することである。もうひと
（41）　「三無産党共同主催の労働者農民大会」『社通』418 号，1931 年 3 月 7 日。「三無産党共同主催の労働者農民大
会（二）」『社通』419 号，1931 年 3 月 8 日。「三無産党共同主催の労働者農民大会（三）」『社通』421 号，1931 年
3 月 11 日。
（42）　「大衆党の合同方針は切り取り強盗主義だ」『社通』416 号，1931 年 3 月 5 日。
（43）　「合同問題の進展と社民党の合同回避」『全大新聞』29 号，1931 年 3 月 25 日。
（44）　全国大衆党本部合同特別委員長松谷与二郎「合同特別委員会召集状」1932 年 3 月 12 日。
（45）　「第一回無産政党合同促進委員会報告」。
（46）　無産党合同促進委員会「声明書」1931 年 3 月 15 日。
（47）　無産党合同促進委員会「決定事項」1931 年 3 月 15 日。
（48）　合同促進委員会・全国大衆党・労農党「勧誘状」1931 年 3 月 15 日。
（49）　「対議会共同委員会解体」『社通』438 号，1931 年 4 月 1 日。
（50）　「大衆党本部常任執行委員会」『社通』438 号，1931 年 4 月 1 日。全国大衆党本部合同特別委員長松谷与二郎
「第三回合同特別委員会召集状」1931 年 3 月 24 日。大原社研には吉田賢一，河野密に宛てたものが所蔵。「大衆党






































（55）　後藤猛「合同運動とその後の発展」『労農』5巻 4号，1931 年 4 月。
































































民戦線再建の闘争」という記事が掲載された。これは 3月 7 〜 10 日に開催された全農第 4回大会
の模様を伝えたものである。号外にしたのは三宅正一ら全大党，労農党関係者の「無産党支持派」
が，この大会で「赤色農民組合化排撃の大衆的カムパニア」を展開したことを伝えるためであった。






（64）　無産党合同協議会「報告書」1931 年 4 月 16 日。
（65）　無産党合同協議会「勧誘状」1931 年 4 月 16 日。
（66）　社会民衆党中央執行委員「指令第四号　合同問題に関する指令」1931 年 4 月 14 日。
（67）　『無産党合同協議会ニユース』第 1号（1931 年 4 月 15 日）が刊行された。次号以降は不明。長野，北海道の
情勢報告，無産党合同協議会の内容，勧誘状などを記載。
（68）　田所輝明「無題」1931 年 4 月 13 日。
































（70）　「統一主義のため」『全大新聞』31 号，1931 年 5 月 10 日。




（74）　全国大衆党合同特別委員長松谷与二郎「第六回合同特別委員会召集状」1931 年 5 月 17 日。


































































員会の組織」と記される。「規約骨子」は全部で 8章からなる。第 1章総則，第 2章機関，第 3章






























員会開催日（5月 25 日）と合同大会期日（7月 5日）が決まった。











（86）　全国大衆党本部「三大整理問題に対する我党の態度」1931 年 5 月 15 日。
（87）　無産党合同協議会本部「報告書」1931年 5月22日。前掲「全国大衆党合同特別委員会報告」では第 3回と記載。
（88）　「合同の大会日取り正式に決定」『社通』482 号，1931 年 5 月 24 日。







































（93）　前掲「報告書」1931 年 6 月 6 日。ただしのちに 3条中の「統一」が削除されている。
（94）　山川均「新合同と新任務」『労農』5巻 7号，1931 年 7 月。
（95）　「労農党本部指令」「合同協議に関する方針書（一）」『社通』498 号，1931 年 6 月 12 日。「労農党本部通達」
「合同協議に関する方針書（二）」『社通』499 号，1931 年 6 月 13 日。















































　同じ 6月 20 日には，全大党本部から各支部・支部連合会に宛てて「無産党合同に干して」とい







党合同協議会の常任委員会が 6月 23 日（9回），25 日（10 回），28 日（11 回）と連続で開催され，
各党の委員によって規約，宣言，運動方針，役員選出比率，代議員選出，規約，役員選出が協議さ
れた（106）。













（103）　「大衆党本部常任会議」『社通』506 号，1931 年 6 月 21 日。
（104）　「大衆の要望を具現し三党合同愈々成る」『全大新聞』32 号，1931 年 6 月 20 日。
（105）　全国大衆党本部「本部指令第十一号　無産党合同に干して」1931 年 6 月 20 日。
（106）　前掲「全国大衆党合同特別委員会報告」。無産党合同協議会本部「報告書」。同文書は 1931 年 6 月 23 日常任
委員会報告書の下書きである。
（107）　「三派合同大会　来る五日断行確定」『社通』515 号，1931 年 7 月 2 日。
（108）　前掲『聴取書』ち 15。
（109）　「労農党，総評の有志　麻生氏の党首就任に反対声明」『社通』515 号，1931 年 7 月 2 日。































（112）　「「全国労農大衆党」　三派合同愈々確定す」『社通』516 号，1931 年 7 月 3 日。































た。その後の議論もまとまらず，日をまたいだ 5日 0 時 45 分に総評議会大阪側委員が退場した。
このあとも中央委員会は継続され，最終的に麻生委員長就任を承認したうえで，合同完成に努力す
ることになった（122）。




（117）　「削除命令への善処未決」『東朝』1931 年 7 月 3 日付朝刊。「弾圧対策で意見一致せず」『社通』518 号，1931
年 7 月 5 日。
（118）　「労農党の態度決定」『社通』518 号，1931 年 7 月 5 日。
（119）　前掲「弾圧対策で意見一致せず」。
（120）　労農党本部「合同政党に関する一般運動方針大綱（一）（草案）」『社通』517 号，1931 年 7 月 4 日。労農党本
部「合同政党に関する一般運動方針大綱（二）（草案）」『社通』518 号，1931 年 7 月 5 日。
（121）　「産みの苦を経てけふ合同大会」『東朝』1931 年 7 月 5 日付朝刊。

























生じた。旧全大党は合同協議会の決定に基づき，全大 7，労農 2，実現同盟 1の割合で 40 名を自派





37 名，旧労農党 20 名，旧実現同盟 8名で，各党，とくに全大党が妥協してまとまった。ただし，
常任中央執行委員の数は旧全大党 8名（三輪寿壮，河野密，阿部茂夫，田所輝明，浅沼稲次郎，宮
崎龍介，鈴木茂三郎，平野学），旧労農党 4名（中村高一，田部井健次，山崎剣二，石原美行），旧




（126）　「苦難の試練を経て全国労農大衆党生る」『東朝』1931 年 7 月 6 日付朝刊。「全国労農大衆党　言論を封鎖さ
れ労農党側激怒」『社通』521 号，1931 年 7 月 9 日。





































（128）　「全国労農大衆党の本部機関顔振れ決定」『社通』523 号，1931 年 7 月 11 日。
（129）　「労農大衆党本部執行方針決定さる」『社通』524 号，1931 年 7 月 12 日。
全国労農大衆党結党の検討（福家崇洋）
65
同をリードするうえで限られた手段が，新党の綱領などの策定であったと思われる。
　他方の，数で勝る旧日労党系は，これらの方針を受け入れつつも，地域の日常闘争を通じて合同
を導くことを目指した。とくに農民運動の統一戦線に取り組み，一定の成功を収めた。ただし，労
働運動の統一戦線は彼らの想定通りに進捗せず，労農派や労農党が「大右翼」として警戒した日本
労働倶楽部の結成へいたる。
　これらの動きを地層でたとえるならば，全労党の方針に関わる層は中間から左に，農民運動の層
は左から中間へ，労働運動の層は中間から右へと地滑りしていったといえる。こうして内側の各層
から軋みが発生していく一方，外側から府県会選挙の敗北や満洲事変の動揺が加わり，党内運動方
針の動揺，国家社会主義勢力の台頭，支持労組の離脱などさまざまな難局を迎える。
 （ふけ・たかひろ　京都大学人文科学研究所准教授）　
